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はじめに
　本書は，地域福祉という具体的かつ実践的な
分野にとって，政治・社会哲学者であるユルゲ
ン・ハーバーマスのコミュニケーション的行為
とそれに基づく「対話的行為」という，抽象的
かつ規範的な構想が重要であることを説くもの
である。このような組み合わせは，堅実な研究
方針には見えないかもしれない。それにもかか
わらず，著者は，地域福祉にとってこそ「コミュ
ニケーション的行為」を踏まえた「対話的行為」
が重要であることを論じていく。以下では，ま
ず本書の内容を，対話的行為を直接的に論じて
いる第５章までの叙述に基づいて整理する。そ
の後に，本書の意義を述べ，若干の疑問を提示
する。

１　本書の内容
　まず，「対話的行為」とは何かを確認してお
こう。それは，「何らかの事柄について妥当要
求を掲げて話し合い，合意にもとづく了解をす
ることで相互主観性を形成し，それにより互い
の行為を調整すること」である（３頁）。その
基本的な形は，「発話行為（妥当要求とその理
解）」―「合意形成」―「行為遂行・調整」で
ある。話し手が掲げる妥当性を聞き手が承認で

きない場合には，「討議」を行う（83―84頁）。「対
話による合意形成」を経ずに「ただ個人の目的
達成を目指す」のは，対話的行為ではない。た
とえば，「本人の意向をそのまま受けて援助実
践を行う」ことは，「戦略的行為」である（149，
167頁）。
　なぜ「対話的行為」が重要なのだろうか。そ
の理由は，地域福祉における二つの課題，すな
わち「隘路」と「主流化」への応答に求められる。
まず，隘路とは，「地域福祉の進展に伴って「主
体―客体」関係が形成され，人々が対象化，客
体化されることによって地域福祉のもつ可能性
が狭まっていく状況」を指す。ここで「客体化」
とは，「実践の関与者が，実践の過程で周辺化
されてしまい，実質的な参加や成果の享受から
排除されてしまうこと」を意味する。地域福祉
の課題は，「実践での客体化」をいかに生み出
さないかである（76頁）。次に，「主流化」に
ついては，次のように説明される。地域福祉が
重要となるにつれて，「実績や業績という成果
が求められる」。具体的には，「地域福祉計画の
立案や必要な事業の立ち上げ，提供されたサー
ビスの量や対応したケース数など」が，その指
標となる。地域福祉の主流化においては，「そ
の成果を高めるためにいかに『正しさ』に基づ
いて実践を進められるか」が重要である。なぜ
なら，「『正しさ』に基づく実践ができれば問題
解決や目的実現の可能性が高まる」からである

（76―77頁）。
　対話的行為は，この二つの課題を実現するた
めに重要である。第一に，対話的行為を通じて

「合意した内容に基づいて互いの行為を遂行す
ること」（86頁）で，客体化の隘路を回避できる。
第二に，地域福祉実践の主流化における「成果」
の達成も，対話的行為によって可能になる。な
ぜなら，対話的行為は「真理性，社会性，誠実
性という基準によって，正しさ〔を〕生み出し
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ていく方法だから」であり，そのような「正し
さ」をもとにした方が，「不明確で非社会的で
不誠実な根拠よりも的確な対応を産み出すだろ
うことは想像できる」からである。その結果，「成
果も上がる」と考えられる（88頁）。
　しかしながら，対話的行為については，その
非現実性への疑問が提起され得る。この疑問に
対して，著者は次のように答える。第一に，対
話的行為と地域福祉との間には，ある種の親和
性が存在する。なぜなら，地域福祉の実践は，
生活の場における援助者・当事者・住民の対面
的な相互作用の中で，「問題が把握され，援助
計画が立てられ，実行に移される」ものだから
である（98―99頁）。第二に，対話的行為の条
件を考慮することである。ハーバーマスの「コ
ミュニケーション的行為」においては，人々の
言語能力と行為能力が前提とされている。しか
し，これでは，「言語能力や行為能力が欠けて
いる場合はコミュニケーション的行為から排除
され」てしまう。これに対して地域福祉の領域
では，「言語能力や行為能力に障害を抱える人々
がいるのは当然のこと」であり，その実践は，
そのことに対する何らかの支援を伴うものと考
えるべきである。それゆえ，対話的行為の用語
が，「支援つきコミュニケーション的行為」の
意味で用いられる（100―101頁）。
　それでは，対話的行為によって対応されるべ
き地域福祉における問題は，どのように発生す
るのだろうか。著者は，「システム―生活世界」
図式に依拠して，対応されるべき「生活問題」
の発生の仕組みとパターンを明らかにしようと
する。ハーバーマスの場合は，システムによる
生活世界への過度の侵入が「病理」を引き起こ
すとされる。ただし，著者の場合は，包摂－排
除軸も立てることで，生活問題の発生には，①

「包接型」の「システムによる生活世界の植民
地化」，②「排除型」の「システムによる生活

世界の植民地化」，③「包接型」の「生活世界
への沈潜」（伝統型包摂），④「生活世界での排
除」，の四つのパターンがあり得るとする（123
―126頁）。これらに取り組む際には，「対等性
の確保」「生活世界のイニシアティブ（の尊重）」

「現実性の原則」が必要である（128―131頁）。
　以上が，対話的行為に基づく地域福祉の基本
的構想である。これに加えて，第５章では，地
域でのソーシャルワークにおいてどのように，
あるいは，どの程度対話的行為が見られるのか
について，大阪府の三市における事例集・報告
書を対象とした分析が行われている。そこでは，

「対話的行為」を「資源」「対話」「支援」に分
け，それぞれの事例においてこれらの三つの要
素がどの程度見られるかが検証されている。そ
の結果，「資源」が見られるケースが相対的に
多いがそれ以外は少ないこと，ただし，「会話」
自体はそれなりに見られると思われるため，「対
話」の基準次第では検討結果も変化しうるであ
ろうこと，それでもやはり，「発話行為－合意
形成－合意による行為調整」という対話行為の
基本ユニットの全体が現われているものはほと
んどなかったこと，などが明らかになった（159
―162頁）。それでも著者は，分析から得られ
る示唆として，次のようなことを述べている。
たとえば，「住民同士の対話」などは，上記基
本ユニットの枠組みに近く，そのような取り組
み次第によって地域福祉の活動に納得して取り
組むことができる可能性がある（162頁）。また，
対話的行為の「理念を共有し，その内容を確認
すること」の重要性も述べることができるとさ
れる。「対話的行為を内実化するためには，理
念レベルの位置づけを欠くことはできない」の
である（166頁）。

２　本書の意義
　評者の専門（政治学・政治理論）から見た本

大原社会問題研究所雑誌　№681／2015.776



書の第一の意義は，規範的な政治理論と福祉を
めぐる経験的研究とを結びつける一つの構想を
提示していることにある。政治学において，規
範的な考察は「政治理論」や「政治哲学」など
と呼ばれる分野において行われるものであり，
それは事実・実在を扱う経験的ないし「実証的
な」政治学とは異なるとする理解が，広く普及
しているように思われる⑴。この状況が必ずし
も政治学だけに限られないであろうことは，著
者自身が，ハーバーマス理論の活用状況は決し
て盛んではなく，「基本的に哲学的な理論であ
るので，教育，医療，社会福祉・ソーシャルワー
クという実践的な科学領域でそのまま活用する
ことの難しさはある」と述べていることからも
窺われる（68頁）。このような状況の中で，本
書が，ハーバーマスのコミュニケーション的行
為の概念を修正した「対話的行為」の概念と「シ
ステム－生活世界」図式との地域福祉研究に
とっての意義を理論的に探求し，第５章におい
て，実際の地域福祉における対話的行為の程度
を経験的に検証しようと試みたことは，大きな
意義を有すると思われる。
　規範と経験との関係について，もう一点，述
べておくべきことは，規範に関する経験的研究
に対する著者のスタンスである。ある規範（た
とえば「対話的行為」）について経験的に研究
を行ったとする。その結果，当該規範の存在は
確認できなかったとする。その際，そのような

「事実認識」からどのような示唆を引き出すか
については，少なくとも二つの立場があり得る。
一つは，経験的に検証できない以上，そのよう
な規範の意義は認められない，とする立場であ
る。もう一つは，このような経験的検証の結果
を，規範と現実との距離として受け止め，どの
ようにすればこの距離を埋めることができるか
を考えるべきだ，とする立場である。どちらも
あり得るとはいえ，前者の立場を取る限り，規

範と経験的研究との相性はあまりよいものとは
言えない。なぜならば，「望ましい」規範とは，
しばしば，少なくとも現時点においては現実と
しては存在しないものだからである。
　著者は，上記の二つのうち，後者の立場を取っ
ている。なぜなら，著者は，「対話行為の基本
ユニットの全体が現われているものはほとんど
なかった」（162頁）と言いつつ，だからといっ
て，ゆえに対話的行為の存在は検証できなかっ
たという結論を導くわけでもないからである。
むしろ，著者はいくつかの対話的行為の「可
能性」を見出す解釈を提示している（163頁）。
さらに，著者が資料的制約に言及していること
も重要である。すなわち，著者は，分析対象と
なった事例集・報告書が「対話的行為を意識し
て書かれ」たものではないために，「現場での
対話実態を反映しているとは言えない」ことを
指摘する。当たり前の指摘に見えるかもしれな
いが，規範理論と経験的研究との関係を考える
場合には重要である。すなわち，規範的命題が
経験的に検証されなかった場合，その理由は，
規範的命題の妥当性にではなく，経験的なデー
タ・資料の方にあるかもしれないのである。
　本書の第二の意義は，民主主義論としてのそ
れである。社会福祉をめぐる政治学や社会学の
研究は，しばしば福祉と民主主義の関係に焦点
を当ててきた。最も典型的なものとして，アク
ターの政治戦略の違いによって福祉国家レジー
ム形成の違いを説明した，エスピン－アンデル
センの著作（1990＝2001）を挙げることがで
きる。本書で著者が「包括型の植民地化」（124
頁）と呼ぶ状態も，民主主義の回路が十分に機
能していない状態での（国家・官僚制による）
社会福祉の実施によって生じるものと理解する
ことができる。そうだとすれば，社会福祉見直
しの議論が新たな民主主義のあり方についての
議論と結びつくことは，不思議なことではない。

書評と紹介
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実際，ハーバーマス自身が「生活世界の植民地
化」の観点から福祉国家を批判しつつ，討議（熟
議）に基づく民主主義を通じた「福祉国家の再
帰化」を展望しようとしたのも，彼が社会福祉
と民主主義との結びつきの重要性を認識してい
たからに他ならない。社会福祉は，単に一定の
量的な給付・供給が行われればそれでよいので
はなく，ある種の民主主義とセットでなければ
ならないのである。
　とはいえ，福祉国家の再考を民主主義の再考
と結びつける研究は，必ずしも多くはない。そ
の一つは，トニー・フィッツパトリックによる

「熟議福祉（deliberative�welfare）」の提案で
ある（Fitzpatrick�2003）。これは，福祉の内
容について，あらかじめ定義されたものと考え
るのではなく，その供給者と受給者とが熟議を
通じて決めていくべきとする考え方である。宮
本太郎もまた，日本における福祉レジーム再編
を論じる中で，福祉政治における「デモクラシー
の深化」の可能性に言及している。そこでは，「さ
まざまなケア，介護のニーズへの対応」という
局面において，当事者を含む様々な関係者が熟
議を行いつつ，解決の道を模索する可能性が述
べられている（宮本�2008：182）。本書は，こ
うした「熟議福祉」のあり方を，より具体的な
次元で構想する試みとして，大変貴重である。
　とりわけ興味深いことは，著者が対話的行為
ないし「熟議福祉」実現のための条件について
十分に注意を払っていることである。特に，支
援・援助が必要としつつ，それでも著者が「対
話的行為」にこだわっていることは，民主主義
論，特に熟議民主主義論に重要な示唆を与える。
なぜなら，熟議民主主義論に対しては，熟議や
対話ができない人々の排除という疑問が示され
るからである。この疑問をそのまま受け入れ，
熟議・対話の意義を否定する道もあり得る。し
かし，著者は，そうではなく，熟議・対話の意

義を認めるがゆえに，それに対する支援・援助
の重要性を説く，という道を選択している。著
者のこのような議論の仕方は，「熟議のハード
ケース」に，その理念を手放さずに向かい合う
ための，一つの方向性を示している。

３　疑問
　本書に関する疑問として，三点を挙げておき
たい。第一の疑問は，「正しさ」と「成果」と
の関係についてである。著者は，地域福祉の主
流化において「実績」や「成果」が求められる
ことになるが，それらを高めるためには「いか
に『正しさ』に基づいて実践を進められるか」
が重要となる，と述べる（76―77頁）。しかし，

「正しさ」を求める際に対話的行為に依拠する
ことは，果たしてどこまで適切だろうか。
　ここで「正しさ」とは，状況を正しく認識す
るという意味である。地域福祉の現場では，「状
況をどう確認するか」がそれへの対応を左右す
る，というわけである。例として挙げられてい
るのは，ごみ屋敷やホームレスなどが地域福祉
の対象かどうかについての認識，しつけなのか
虐待なのかについての判断，そして，支援が必
要な孤立なのか孤独の謳歌なのかの判断，であ
る（95頁）。
　問題は，対話的行為は「手続」であり，それ
ゆえ，それを通じた「正しさ」は特定の内容を
あらかじめ担保するわけではない，という点で
ある。対話的行為の結果，「ごみ屋敷やホーム
レスは地域福祉の対象ではない」，「虐待ではな
くしつけである」，「支援が必要ではなく孤独を
謳歌している」といった結論が得られる可能性
もある。もちろん，対話的行為は，単に話し合
うだけではなく，主張の妥当性を判断するもの
である。したがって，それは，対話的ではない
行為よりも，合意内容を一定の範囲内に収める
可能性が高いと推測できる。評者の見る限り，
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著者もまた，必ずしも明確には述べていないも
のの，真理性・社会性・誠実性という多様な観
点からの判断は，「一面的な認識に基づく実践」
よりも相対的に「正しい」結果をもたらし得る，
と考えていると思われる。それでも，だからと
いって対話的行為が特定の結論を必然的に導く
とまで言うことはできない。もし，そのように
述べたいのであれば，対話的行為ではなく，よ
り実体的な「正しさ」についての規範的基準を
擁護すべきである。本書には，対話的行為と「正
しさ」をめぐる，このような緊張関係について
の認識が，やや希薄であるように思われる。
　第二の疑問は，ハーバーマスの「システム－
生活世界」図式採用の適切性についてである。
著者は，「生活問題」には，システムだけでなく，
生活世界に由来するものもあるとする。しかし，
問題は，こうして生活世界に由来する問題をも
想定することが，ハーバーマス自身の「システ
ム－生活世界」図式を無効化する可能性を持つ，
という点である。もしも生活世界にも由来する

「問題」があるのであれば，「システム」と「生
活世界」との区別に，単なる領域的な区別以外
に，どのような意味があるのだろうか。むしろ，
このような区別は必要なく，対話的行為と戦略
的行為の区別だけで十分，とならないだろうか。
つまり，どのような領域であれ，対話的行為が
失われた時に生活問題は発生すると言えば，そ
れで十分ではないだろうか。
　第三の疑問は，「現実性の規則」の理解の仕
方についてである。著者は，現実の福祉実践援
助では，合意形成ができない場合もあり得る
が，現実にはそれでも「何らかの手当て」が行
われなければならない。それゆえ，「妥協」「闘
争」「強制」という方法も認めた対応を行わな
ければならない，と述べている。著者は，これ
らの方法を「理念的な対話的行為の枠外にある」
としている（130頁）。確かに，ハーバーマス

に忠実に従う限り，著者の理解は正しい。しか
し，その結果として「妥協」「闘争」「強制」を

「対話」とは異なっており，「正しさ」の「共有」
という点で難点を持つ方法として位置づけてし
まうことになる。ここでは詳述できないが，評
者としては，これらの方法も熟議的・対話的に
解釈する道を選びたい（田村�2008）。ただし，
評者のような方針をとると，概念の過度な拡張

（conceptual�stretching）の恐れも生じる。そ
れを回避するためには，「熟議」「対話」の構成
諸要素と，「妥協」「闘争」「強制」諸概念との
丁寧な突き合せが必要であろう。

おわりに
　いくつかの疑問も提示したものの，もちろん，
そのことによって本書の意義が損なわれるわけ
ではない。本書は，社会福祉学の分野を超えて，
社会科学における規範と経験との関係，および，
社会保障と民主主義との関係といった，他の分
野にも共通するテーマに対しても，大きな貢献
を果たす研究と言い得る。

（小野達也著，MINERVA社会福祉叢書43『対
話的行為を基礎とした地域福祉の実践―「主
体―主体」関係をきずく』ミネルヴァ書房，
2014年４月，ⅶ＋257頁，定価5,000円＋税）

（たむら・てつき　名古屋大学大学院法学研究科教授）
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Democracy:�Social Welfare for the Twenty–First 
Century，�Manchester�University�Press.

⑴　政治学における規範と経験との分離の一端は，井
上・田村編（2014），田村（2008：第６章）から窺
い知ることができる。
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50 
持続可能な地域における社会政策策定にむけての事例研究 
 Vol.２—繊維産業調査および公害病認定患者等調査報告—（５００円） 

２０１３年 ４月

49 電産中国関係資料（３００円） ２０１３年 ３月

48 協調会の企業調査資料（３００円） ２０１２年 ４月
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